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育児援助ネットワーク研究の視点：地域と親族関係
愛知教育大学　山根 真理

シリーズ

1．はじめに

　育児（援助）ネットワークの発想は，「子育て支援」が
政策として定着した₁₉₉₀年代半ば以降は，一般的にも馴染
みのあるものとなった．「子育て」はその担い手（日本の
場合多くは母親）が一人で抱えうるものではなく，何らか
の社会的支援が必要だという認識は，今日では広く社会的
に共有されたものである．しかし他方で，₁₉₇₉年に刊行
されベストセラーになった『母原病』において「 ₀～ ₃
歳児のころ，子どもを親から他人に預けてもあまり気に
ならない」という事項が「お母さんと家庭のチェック事
項」にあげられていたことを思えば₁），育児援助ネット
ワークの発想は₄₀年前には一般的なものでなかった．
　育児援助ネットワークの発想が学術研究のなかで生か
されるようになったのは₁₉₈₀年代のことである．「母親と
家族の問題」から「孤立育児の問題性と支援ネットワー
クの必要性」へと大きな認識的転換がなされ，それが政
策に反映されて社会的認識を大きく変えるうえで，家族
社会学や家族関係学など，家族関係諸科学の果たした役
割は大きい．
　本稿では，家族研究の分野で取り組まれてきた「育児
援助ネットワーク」をめぐる研究動向を整理し，その一
視点として，地域性と親族関係に着目する立場から，
₂₀₁₃年に愛知県刈谷市で実施した調査データの分析結果
を紹介する₂）*₁．

2．育児援助ネットワークへの着目と研究動向

（1）母子関係から，ケアを支える人の輪へ
　育児（援助）ネットワークの発想は，家族研究におい
て，₁₉₈₀年代に登場した．₁₉₇₀年代までに支配的であった
「母親の養育態度が子どもに与える影響」を探る，「母子関

係パースペクティブ」に疑問を呈する研究動向のなかで，
育児不安研究，育児ストレス研究，育児（援助）ネット
ワーク研究，子育ての総合的実態調査「大阪レポート」₃）

など，母子関係パースペクティブを問い直す諸研究が行
われた₄）．母親による子育てを自明としてきた従来の研
究の前提から，「育児は重労働」「ケアは人の輪に支えら
れて成立する」という発想転換がなされたのである．
　₁₉₉₀年の「₁.₅₇ショック」以降，少子化支援が本格化す
るなかで，専業主婦や男性も対象に想定した「地域子育て
支援」の拠点整備がはかられてきた．その動きと並行し
て，子育て当事者の主体的活動としての「子育てネット
ワーク」が₁₉₈₀年代後半に提言として登場し，₁₉₉₀年代
後半には担い手も活動も多様化し，₂₀₀₀年代中葉には市
民主体の子育てインフラへと収束した₅）．このような動
向のなかで，育児（援助）ネットワークの発想は現在で
は，広く社会的コンセンサスを得るものになっている．

（2）育児援助ネットワークの構造と機能
　育児援助ネットワーク研究はその後，多くの研究蓄積
がみられる．ネットワークの構造と機能に関する諸研究
は，その代表的なものである．育児問題として育児不安
や育児ストレスを設定し，どのようなネットワークのあ
り方によって育児不安を回避できるか，あるいは well-

beingが高められるのか，という問題意識に支えられた
研究がなされている．問題解決志向を強くもつ，政策提
言的，実践的な示唆をもつ研究である．
　牧野の育児不安研究は，必ず言及される基本的な先行
研究である．一連の育児不安の要因分析のなかで，母親
がもつ人間関係の広がりが育児不安を軽減する，という
牧野の研究知見₆）は，育児に関する負荷軽減要因として
の育児（援助）ネットワークの機能に関する先駆的なも
のである．
　その後の研究において牧野の命題を支持する知見を示
す研究は多くみられるが，他方で，命題の修正を迫る研
究も積み重ねられ，より社会構造的な文脈に位置づけて
育児困難とネットワークを考える方向へと深化している．
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岩田は，家族や親戚を越えた新たな関係を作り出し，問
題を主体的に解決している「ネットワーキングの母親」
にも一定の高さの「育児不安」が存在することを指摘し，
時間的経過の軸と社会全体の育児構造を通した分析の必
要性を指摘した₇）．松田による，世帯以外の育児ネット
ワークの規模が大きく，親族割合と密度が「中程度」で
あるときに，育児不安度が低く，生活満足度も高いとい
う知見は，育児期のネットワーク環境構築に対して示唆
的である₈）．前田はさらに，松田によるネットワーク密
度の Uカーブ効果説が，岐阜市で行った調査データでは
検証されず，その理由の一つとして調査地が地方都市で
あることをあげた₉）．

（3）地域・親族・育児援助ネットワーク
　次に本稿の研究視点である，地域性に着目してネット
ワークのリアリティを描きだす先行研究を紹介する．育
児期に限定するものではないが，野沢による地域の「磁
場」の指摘は示唆的である．野沢は埼玉県朝霞市と山形
市の比較を通して，山形では家規範を共有する夫方親族
を中心とした地縁的ネットワークの「磁場」が存在する
こと，朝霞では親族ネットワークの「磁場」は弱く，夫
にとっての職場と妻にとっての近隣という二つの非親族
ネットワークの「磁場」が存在することを指摘した₁₀）．
立山は神奈川県における調査を通して，「都心」「郊外」
「村落」のうち「郊外」のみにおいて，夫サポートおよび
世帯内サポート量と育児孤立の間に負の相関がみられる
ことを明らかにした₁₁）．平野は東京都（杉並区，江戸川
区），富山県（富山市，高岡市）における調査データ分析
を通して，富山・高岡では親との同別居にかかわらず夫
の育児参加の程度は東京に比べて低いことを指摘し，富
山・高岡において育児は「祖父母の役割」であり「母親
自身が自分の手で育てている実感を得られない」ことが
有職女性の育児不安を高めるという考察を行っている₁₂）．
品田による，首都圏と愛知県における育児援助ネット
ワークの比較研究は，本稿の課題を考える上で示唆的で
ある．品田は首都圏と愛知県における育児期の母親の援
助サポートの都市度別検討を通して，愛知県は首都圏に
比べ相対的に「近隣・友人」からの援助サポートが乏し
いこと，愛知県では都心から₁₀ km圏内に住む母親は「近
隣・友人」「その他親戚」など相対的に多様なネットワー
クをもつが，₁₀ km圏外に住む母親は多様性の乏しい援
助ネットワークのなかに置かれていることを指摘した₁₃）．
　これらの研究から示唆されるのは，産業化，核家族化
と人口学的世代の移行₁₄）にともなう母親への育児責任集
中と育児援助ネットワーク減少，そこから脱却する方向
性としての男女共同育児と育児援助ネットワーク創出と
いう図式が首都圏（特に郊外）においてはリアリティを

もつものであっても，「地方」においては異なる育児援助
のリアリティが存在するということである．

（4）育児援助ネットワークの国際比較
　育児援助ネットワーク研究は，国際比較研究にも展開
している．宮坂らによる研究チームが₂₀₀₁～₂₀₀₃年に
行ったアジア ₆社会（韓国，中国，台湾，タイ，シンガ
ポール，日本）におけるケアの比較研究では，育児期に
仕事を中断する人が多い「M字型社会」では育児の担い
手は母親に集中し育児援助の広がりが乏しいこと，「共働
き」社会では育児援助の担い手が多岐にわたること，日
本は特に育児援助が乏しい社会であることを指摘した₁₅）．
　他方，国立女性教育会館が₂₀₀₅年に日本，韓国，タイ，
アメリカ，フランス，スウェーデンにおいて実施した
「家庭教育に関する国際比較調査」は異なる結果を示して
いる．同調査によると，日本はタイとともに「家族・親
族」中心的ではあるが，「子育てに関わった人」の平均回
答項目数でみると日本はスウェーデン，アメリカに次ぐ
第 ₃位であり，フランス，韓国，タイよりも高い値を示
している₁₆）．
　地域性や社会階層を反映して，一枚岩的に捉えること
はできない育児援助ネットワークを，さらに国際比較す
ることは難しい課題であるが，ケアをめぐるネットワー
クのあり方を構想するうえで，他社会との比較は社会的
想像力を鍛えるものである．今後も概念や方法を精緻化
してデータと知見を蓄積していくことが望まれる．その
際，日本以外のアジア諸社会は生産年齢人口が多い「人
口ボーナス世代」の子育て期の終焉に差しかかっており，
緊密な親族ネットワークに代わる，新たなシステム構築
が課題になると考えられる．

3．育児援助ネットワークの地域性と親族関係： 
愛知県刈谷市データより

（1）調査概要
　 ₃では，愛知県刈谷市で₂₀₁₃年に実施した調査データ
を用いて，地域性と親族関係に着目して育児援助ネット
ワークの様相を記述する．
　刈谷市は，₂₀₁₇年 ₆ 月 ₁ 日時点で人口₁₅₀,₉₀₇人₁₇），
₂₀₁₅年の国勢調査によると愛知県内で人口₁₀位の，西三
河地方の西端に位置する同地方の中核都市である．刈谷
市にはデンソー，豊田自動織機，アイシン精機株式会社
など，トヨタ系企業の本社があり，生産年齢人口が高く
（₆₆.₂％），男性人口割合が高いという特徴がある（人口
性比₁₁₀.₀）₁₈）．市内にはトヨタ関連企業の社宅もあり，
夫稼ぎ手―妻専業主婦の性別役割分業家族を支えてきた
地盤がある．他方，大都市近郊で働く場があることもあ
り，地元に留まり続ける人々も多い．愛知県は外国人人



口割合が₂.₂％と，東京都（同₂.₈％）に次いで全国第 ₂
位である₁₉）．刈谷市の外国人人口割合は₂.₁％で愛知県全
体をやや下回る値であるが，大きくみて日本社会のグ
ローバル化を反映した地域とみなすことができよう．
　₂₀₁₃年 ₉ 月～₁₁月に刈谷市において学齢前の子どもを
もつ母親，父親，祖父母を対象にした質問紙調査を実施
した．調査は回収数を確保するため，二次にわたって
行った． ₁次調査は刈谷市保健センターで実施した乳幼
児検診に参加した保護者に配布， ₂次調査は刈谷市子育
て支援センターの活動に参加している保護者に配布した．
₁次， ₂次調査あわせて調査票₅₅₅部を配布した． ₁次，
₂次調査あわせて有効回収票は₁₄₅ケース，有効回収率は
₂₆.₁％である（母票₁₄₃票，父票₁₁₂票，祖父母票₇₂票）．
　表 ₁に調査対象者（母票，父票）の属性を示す．調査
時点で第一子が産まれた段階の方が多く，学歴は母親，
父親ともにやや高学歴，父親の職業は地域性を反映して
「専門・技術系」「技能・労務・作業系」職業の人が多く，
母親は調査時点で仕事をしていない人が₆₄.₃％である．

（2）親族との関係
　調査回答者の出身地は，愛知県内出身者が母親の
₆₉.₂％，（母親の）配偶者₆₆.₄％を占める．うち刈谷市を
含む「西三河地方」出身の人は母親₃₉.₃％，配偶者
₄₆.₂％である．東海地方（静岡，岐阜，三重）の出身者
は，母親₇.₇％，配偶者₉.₁％，「その他」の地域出身者は
母親₂₃.₁％，配偶者₂₄.₅％である．刈谷市はトヨタ系企
業があり，広域地方圏外出身者を構造的に吸収する地域
であるが，本調査回答者は地元出身者層が大勢をしめる
一方で，広域地方圏外から流入してきた層が約四分の一
である．親族関係を含む地元の繋がりが強く存在するな
かに流入層が入ってくる構図があると考えられる（ただ
し，生活状況が安定している人が多く回答していること
からして，本調査回答者の中に「流入層」が占める割合
は現実よりも少ないと考えられる．）．
　親との居住関係（親が別々に住んでいる場合，行き来
の多い方）について母親回答によってみると，親と同居
あるいは同一敷地内に居住している人が回答者の₂₁.₀％

表 1 ．調査対象者の属性
（％）

子ども数 母親
（N＝₁₄₃）

就業
形態

母親
（N＝₁₄₃）

父親
（N＝₁₁₂）

₁ 人 ₆₂.₉ 経営者・役員 ₀.₇ ₀.₉
₂ 人 ₂₇.₃ 一般従業者（公務員を含む） ₂₇.₃ ₉₂.₀
₃ 人 ₉.₈ 臨時雇い・パート・アルバイト ₄.₂ ₀.₉
不明・無回答 ₀.₀ 派遣社員・契約社員 ₀.₇ ₂.₇
計 ₁₀₀.₀ 自営業主・自由業者 ₀.₇ ₂.₇

年　齢 母親（N＝₁₄₃ ）配偶者（N＝₁₄₃ ） 自営業の家族従業者 ₀.₇ ₀.₀
₂₀-₂₄ ₂.₁ ₂.₈ 内職 ₀.₀ ₀.₀
₂₅-₂₉ ₂₁.₇ ₁₄.₀ 不明・無回答 ₁.₄ ₀.₉
₃₀-₃₄ ₄₀.₆ ₃₃.₆ 非該当 ₆₄.₃ ―

₃₅-₃₉ ₂₆.₆ ₃₀.₁ 計 ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀
₄₀-₄₄ ₈.₄ ₁₄.₇ 父親の

職業
父親（N＝₁₁₂ ）

₄₅-₄₉ ₀.₀ ₄.₉ 専門・技術系の職業 ₄₀.₂
不明・無回答 ₀.₇ ₀.₀ 管理的職業 ₄.₅
計 ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀ 事務・営業系の職業 ₁₃.₄

学　歴 母親（N＝₁₄₃ ）配偶者（N＝₁₄₃ ） 販売・サービス系の職業 ₉.₈
中学校 ₀.₇ ₂.₈ 技能・労務・作業系の職業 ₃₁.₃
高校 ₁₈.₂ ₂₂.₄ 農林漁業職 ₀.₀
専門学校 ₇.₇ ₉.₈ その他 ₀.₀
短大・高専 ₂₅.₂ ₂.₈ 不明・無回答 ₀.₉
大学（ ₄年制） ₄₂.₇ ₃₉.₉ 計 ₁₀₀.₀
大学（ ₆年制）・大学院 ₂.₁ ₂₁.₀
その他 ₀.₇ ₀.₀
不明・無回答 ₂.₈ ₁.₄
計 ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀

注）「配偶者」欄には，母親票に「配偶者」の属性として回答された数値を示す．



（自分の親₅.₆％，夫の親₁₅.₄％）にのぼることに注目さ
れる．「同居・同一敷地内居住」は夫方のほうが多い．こ
れに「徒歩圏内」もあわせると ₃割強の回答者が「スー
プの冷めない距離」に親が住んでいる（自分の親₁₃.₉％，
夫の親₂₂.₄％）．親と「電車や車を使って ₁時間以上」の
距離（「遠居」とする）に住んでいる人は，自分の親，夫
の親いずれについても ₄割程度（自分の親₃₉.₂％，夫の
親₄₀.₆％）である．
　表 ₂は，母親回答について，自分の親および夫の親と
の居住関係を組み合わせた結果である．妻方同居・徒歩
圏内が₁₂.₉％，夫方同居・徒歩圏内は₂₂.₃％，あわせて
₃₅.₃％の人が親との緊密な関係に包摂されうる居住関係
にある．「電車や車を使って ₁時間以内」のところにいず
れか，あるいは双方の親が住んでいる人は₃₇.₄％である．
どちらの親も ₁時間を超えるところに居住する「双方遠
居」の回答者は₂₇.₃％である．全体に親との地理的距離
が近い人が多いなか，「双方遠居」の人が約四分の一存在
する二極的構造を，ここにもみてとることができる．
　親族関係にかかわって本調査データに特徴的なのは，
「あととり」観念をもつ人が多いことである．「あなた，
もしくはあなたの配偶者は，家の『あととり』ですか」

という問い（母親回答）に対して，「自分が『あととり』」
と回答した人は₂.₈％，「配偶者（夫）が『あととり』」と
回答した人は₆₀.₁％，「両方とも『あととり』」₆.₃％，
「両方とも『あととり』ではない」₁₈.₉％，「『あととり』
かどうか，考えたことがない」₄.₉％，「わからない」
₅.₆％であった．
　表 ₃に「親との居住関係」別に「あととり」観念を示
した（母親回答）．親との居住関係によって「あととり」
観念は異なる傾向がみられる．「夫があととり」と回答し
た人は「夫方同居・徒歩」圏に居住する₃₁人のうち₂₈人，
「双方近居」₃₂人のうち₂₃人，「双方遠居」の₃₇人のうち
₂₀人である．総じて「夫があととり」と捉えている人は
多いが，夫方同居・徒歩圏の人において特に多く，「双方
遠居」の人においては半数強にとどまる．この刈谷デー
タにおいては，「あととり」観念は居住生活の実態に支え
られて存在していることが示唆される．

（3）育児援助ネットワーク
　では調査対象者の人々の，育児援助ネットワークの実
態をみよう．育児援助ネットワークを，実体的育児援助
₁（自分が病気で寝込んだ時に，子どもの世話を頼んだ
人），実体的援助 ₂（遊びやリフレッシュに出かけるた
め，子どもの世話を頼んだ人），情報的育児援助（子育て
のやり方や子どもの健康管理について助言を求めた人），
情緒的育児援助（子育てのぐちを聞いてもらった人）の
₄項目で訊ねた．表 ₄は，これらの ₄項目について「次
のような時に，あなたは誰に助けてもらいましたか」と
いう問いに対して，「助けてもらった」とした母親回答の
割合を示したものである（父親に対しても同様の質問を
したが，本稿では母親のそれに絞って提示する．）．
　母親の実体的育児援助については，「病気で寝込んだ
時」「遊びやリフレッシュ」いずれについても，夫（「病
気」₆₄.₃％，「遊 び」₆₃.₆％）と「妻 の 親」（「病 気」
₄₄.₁％，「遊び」₆₄.₃％）が有力な援助の与え手である．

表 2 ．親との居住関係（母親回答）

  人数 ％
妻方同居・徒歩 ₁₈ ₁₂.₉
夫方同居・徒歩 ₃₁ ₂₂.₃
双方近居注） ₃₂ ₂₃.₀
妻方近居 ₁₁ ₇.₉
夫方近居 ₉ ₆.₅
双方遠居注） ₃₈ ₂₇.₃
合　計 ₁₃₉ ₁₀₀.₀

注）「電車や車を使って ₁時間以内のところ」居住を「近
居」，₁時間を超える距離に居住している場合「遠居」
とした．

表 3 ．「あととり」観念と「親との居住関係」（母親回答）
（人数）

 
妻があととり（「双方
あととり」含む） 夫があととり 非あととり，考えたこ

となし，わからない
妻方同居・徒歩（₁₇） ₃ ₅ ₉
夫方同居・徒歩（₃₁） ₀ ₂₈ ₃
双方近居（₃₂） ₃ ₂₃ ₆
妻方近居（₁₁） ₁ ₄ ₆
夫方近居（₉） ₁ ₆ ₂
双方遠居（₃₇） ₄ ₂₀ ₁₃
合　計（₁₃₇） ₁₂ ₈₆ ₃₉

注）「その他」「不明・無回答」のケースは除外して作表した．



「夫の親」（「病気」₂₁.₀％，「遊び」₂₈.₀％）も援助の与
え手ではあるが，妻方の親に比べると助けを求めた人の
割合は低い．
　情報的育児援助は「妻の親」が ₁位（₇₉.₇％），「配偶
者（夫）」が ₂位（₅₈.₇％），「子どもができる前からの友
人」（₄₄.₁％），「子どもができてからの友人」（₄₁.₃％）
がそれに続く．情緒的育児援助の回答は情報的育児援助
のそれと似た傾向を示しており，「妻の親」が ₁ 位
（₇₂.₀％），「配偶者（夫）」が ₂位（₇₁.₃％），「子どもが
できる前からの友人」（₅₀.₃％），「子どもができてからの
友人」（₄₄.₈％）が続く．
　実体的育児援助は夫と妻方の親中心，情報・育児援助
は夫，妻方の親に「友人」が加わる構図は，これまで大
都市圏近郊で実施されてきた先行研究の調査結果と一致
している₂₀）₂₁）．

（4）育児援助ネットワークと親族関係
　育児援助ネットワークは，親族関係とどのような関係
にあるだろうか．育児援助の ₄次元について「親との居
住関係」との関連をみたところ， ₄次元すべてについて
統計的に有意な関連がみられた．（回答が多かった援助カ
テゴリーについて，カイ二乗検定を行った結果である．）
　図 ₁は，実体的育児援助（自分の病気）と「親との居
住関係」との関連を示したものである．親との居住関係

は，自分および夫の親を援助資源として頼るかどうかを
左右することがわかる．「妻方同居・徒歩圏」（₈₈.₉％），
「妻方近居」（₇₂.₇％）において病気時に自分の親に頼る
人の割合が高い．「夫方同居・徒歩圏」（₅₄.₈％），「夫方
近居」（₃₇.₅％）において夫の親に頼る人の割合が相対的
に高くなる．「近くの親は頼りになる」という，当然と言
えば当然の結果だが，居住関係の援助への効果は，妻方
親との近接性のほうがより強く働く点に注目される．
　実体的育児援助（「遊び・リフレッシュ」）についてみ
ると「妻の親」については妻方親との近接性が育児援助
を高める方向の関連がみられるが，「夫の親」については
明瞭な関連はみられなかった．（図省略）「病気」の時と
いう切実な状況にあっては妻方，夫方双方の親の援助が
近接性により影響を受けるが，「遊び・リフレッシュ」と
いう目的だと夫方親の援助を調達しにくいことが考えら
れる．
　情報的，情緒的育児援助において注目されるのは，親
族関係と「友人」カテゴリーとの関連である．図 ₂に，
親との居住関係と情報的育児援助との関連を示した．妻
方親との近接性が，自分の親に頼る傾向を強める方向の
関連がみられる．「友人」カテゴリーについては，「子ど
もができてからの友人」において，興味深い関連がみら
れた．「双方遠居」（₆₂.₂％）「妻方近居」（₅₄.₅％）「夫
方同居・徒歩圏」（₅₁.₆％）において，「子どもができて

表 4 ．育児援助ネットワーク（母親回答　N＝143）
（％）

 
実体的援助（₁）：
自分が病気で寝込
んだ時

実体的援助（₂）：遊
びやリフレッシュに
出かけるため

情報的援助：子育ての
やり方や子どもの健康
管理について助言

情緒的援助：子育
てのぐちを聞いて
もらった

配偶者 ₆₄.₃ ₆₃.₆ ₅₈.₇ ₇₁.₃

夫の親 ₂₁ ₂₈ ₃₂.₉ ₁₃.₃

夫方の親戚 ₀.₇ ₁.₄ ₃.₅ ₂.₈

妻の親 ₄₄.₁ ₆₄.₃ ₇₉.₇ ₇₂

妻方の親戚 ₂.₁ ₃.₅ ₉.₈ ₁₁.₂

近所の人 ₀.₇ ₀ ₄.₂ ₄.₉

子どもができる前からの友人 ₀ ₀.₇ ₄₄.₁ ₅₀.₃

子どもができてからの友人 ₁.₄ ₀ ₄₁.₃ ₄₄.₈

保育所など専門機関の人 ₃.₅ ₃.₅ ₃₃.₆ ₇.₇

ベビーシッターや一時預かりの託児所 ₀ ₃.₅ ₁.₄ ₀

職場の人 ₀ ₀ ₇ ₇

その他 ₀.₇ ₁.₄ ₁₃.₃ ₄.₉

誰もいなかった ₄.₂ ₀.₇ ₀ ₀

そのようなことはなかった ₁₄.₇ ₉.₁ ₀ ₂.₁

不明 ₁.₄ ₁.₄ ₁.₄ ₁.₄



からの友人」に頼る人の割合が相対的に高く，「双方近
居」（₁₈.₈％）「妻方同居・徒歩」（₂₂.₂％）において低
い．必ずしも一貫した傾向ではないが，妻方の親ときわ
めて近い距離にいることが，他人からの援助を抑制する
可能性が示唆される．「親族と友人は代替的」との命題に
ついては先行研究のなかで支持する知見₂₂），支持しない
知見₂₃）の両方がみられるが，本調査データの結果はこの
命題を支持する方向であった（情緒的育児援助において
も同様の関連がみられたが，紙幅の都合で図は省略す
る．）．

4．おわりに

　刈谷の育児援助ネットワークを考える上で重要なのは，
地元層と流入層のコントラストである．本調査の回答者
は，分厚い地元層のなかに流入層が約四分の一という構

図であった．
　実体的育児援助は夫と妻の親が主な援助の与え手で，
情報・情緒的育児援助はそれに友人が加わる形は，これ
までの都市近郊で行われた調査結果と類似した知見であ
る．親との居住関係は実体的育児援助のパターンに影響
を及ぼすが，妻方の親との近接性は，夫方親とのそれよ
りも，より強く実体的育児援助を高めている．特に「リ
フレッシュ」については妻方の親との近接性は妻方親の
育児援助を高める傾向があるが，夫方の親との近接性が
夫方親のそれを高める傾向はみられなかった．情報的，
情緒的育児援助についても妻方親との近接性が妻方親の
援助を強める方向の関連がみられた．情報的，情緒的育
児援助について特に興味深い知見は，「子どもができてか
らの友人」において親との居住関係との関連がみられ，
妻方の親ときわめて近い距離にいることが友人からの援
助を抑制する可能性が示唆されたことである．「親族と友
人は代替的」との，検証にひらかれた命題を，本調査
データの結果は支持していた．
　これらの結果から考えられるのは，刈谷市は居住者の
タイプによって異なる育児援助ネットワーク特性が並存
している地域であることである．典型的なタイプとして，
夫方同居で「家」的関係性に強く包摂されている人，妻
方同居・近居で妻方親との緊密な関係の中で育児期を過
ごしている人と，双方遠居で夫のみが実体的な意味での
協力者であり情報・情緒的な面では友人の援助を得てい
る人が想起される．刈谷市は品田の分類では「都心から 

₁₀ km」圏外の地域に位置する．愛知県において首都圏
とは異なり「都心 ₁₀ km」圏外の地域で家族・親族以外
のネットワークが少ないのは，親族の絆に包摂されてい
る人々が一定の層をなしているためではないだろうか．
　このような地域特性のもと，育児をめぐる困難は，居

*p.＜.₀₅　**p.＜.₀₁　***p.＜.₀₀₁注）

注） カイ二乗検定の有意水準を示す．「妻の親」「子どもがで
きてからの友人」とも期待度数 ₅未満のセルが₂₅.₀₇％
であったが，目安として提示する．

図 2 ．親との居住関係と情報的育児援助

*p.＜.₀₅　**p.＜.₀₁　***p.＜.₀₀₁注）

注）カイ二乗検定の有意水準を示す．「夫の親」「妻の親」とも期待度数 ₅未満のセ
ルが₂₅％であったが目安として提示する．

図 1 ．親との居住関係と実体的育児援助（「自分の病気」）



住者のタイプによって異なる現れ方をしているのではな
いかと考えられる．夫方親族に強く包摂されている層で
は，育児期の母親が「個人」としての時間や社会関係を
もつことが抑制される可能性がある．妻方親族への包摂
が強い層においては，自分の親の全面的な援助が，家
族・親族外の「他人」の絆を抑制することが考えられる．
双方遠居の流入層においては，親族の絆に包摂された人
が周囲に多いなかで，育児援助を含む社会的ネットワー
クを十分な選択性のもと，形成しにくいことが考えられ
る．トヨタ系企業を擁し，性別分業を維持しうる相対的
な豊かさがあるなかで，流入層の母親においては，核家
族における専業主婦の孤立育児が生み出されやすい地域
だと考えられる．
　子育て期の人を対象にした支援を考えるとき，育児期
の人の「個人」としての面を尊重し，多様性と自律性を
兼ね備えたネットワーク環境を構築する必要性について
は，先行研究でも指摘されていることであるが（松田，
前掲書，前田，前掲書），刈谷市調査データを通した考察
からも，同様の提言が有効だと思われる．刈谷市は育児
援助という点で見ると，出身地域，親族関係によって異
なるリアリティを生きる人々が並存する地域だと考えら
れた．それらの異なるリアリティを生きる人々が，「育
児」に焦点化した繋がりだけでなく，「個人」として出会
い，選択性をもって繋がる場を創出することが，育児期
の人々を対象にした支援の課題となろう．

脚　注

* ₁  本稿の実証部分は山根（₂₀₁₆）をもとにしている．調査
は科学研究費補助金「日本における家の歴史的展開と現
状に関する実証的研究」（研究代表者：平井晶子）の助
成を受けて行った．
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の性別役割分業観と育児援助ネットワーク．家族社会
学研究．₁₉₉₁, 3, ₇₂-₈₄

₂₁） 大和礼子．“育児ネットワークと性分業意識．”育児を
めぐるジェンダー関係とネットワークに関する実証研
究．平成₁₃年度～平成₁₄年度科学研究費補助金（基盤
研究（C）（₁））研究成果報告書．₂₀₀₃, ₈-₂₉

₂₂） 落合恵美子．“現代家族の育児ネットワーク．”近代家
族とフェミニズム．勁草書房，₁₉₈₉, ₉₃-₁₃₅

₂₃） 久保桂子．働く母親の個人ネットワークからの子育て
支援．家政誌．₂₀₀₁, 52, ₁₃₅-₁₄₅

日本家政学会誌₆₈-₈に掲載されています


